
 

   東広島市内部公益通報に関する要綱 

 

 （目的） 

第１条 この訓令は、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下「法」とい

う。）の規定に基づき、職員等又は委託先事業者の役職員等からの公益通報を適切に処理

するために必要な事項を定めることにより、公益通報者及び公益通報に係る調査に協力し

た者を保護するとともに、本市（以下「市」という。）における法令の規定の遵守を図

り、もって市政に対する市民の信頼を確保することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

 ころによる。 

 (1) 職員等 次のいずれかに該当する者をいう。 

  ア 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する一般職に属す

る市の職員 

  イ 地方公務員法第３条第３項第３号に規定する特別職に属する市の職員 

  ウ 内部公益通報をした日前１年以内にア又はイに規定する職員であった者 

 (2) 委託先事業者の役職員等 次のいずれかに該当する者をいう。 

  ア 市と請負契約その他の契約を締結している事業者（法人その他の団体及び事業を行 

   う個人をいう。以下同じ。）又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条 

   の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）の役員（法人の取 

   締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事及び清算人並びにこれら以外の者で法 

   令（法律及び法律に基づく命令（告示を含む。）、条例、規則、規程等をいう。以下 

   同じ。）の規定に基づき法人の経営に従事している者（会計監査人を除く。）をい 

   う。以下同じ。） 

  イ アに規定する事業者が行っている事業に従事している労働者（労働基準法（昭和２

２年法律第４９号）第９条に規定する労働者をいう。以下このイ及びウにおいて同

じ。）、アに規定する指定管理者が管理する公の施設の管理に関する業務に従事して

いる労働者又は市に役務を提供する派遣労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確保

及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第２号に規

定する派遣労働者をいう。ウにおいて同じ。） 

  ウ 内部公益通報をした日前１年以内にイに規定する労働者又は派遣労働者であった者 

 (3) 通報対象事実 法第２条第３項に規定する通報対象事実をいう。 

 (4) 内部公益通報 職員等又は委託先事業者の役職員等が、通報対象事実が生じ、又はま

さに生じようとしている旨を市に通報することをいう。ただし、不正の利益を得る目



的、他人に損害を加える目的その他の不正の目的で行われる通報（次号において「違法

通報」という。）を除く。 

 (5) 通報等 内部公益通報及び相談（内部公益通報に先立ち、当該内部公益通報に関し必

要な助言を受けることをいう。）をいう。ただし、違法通報及び前号ただし書に規定す

る目的で行われる相談（以下「違法通報等」という。）を除く。 

 (6) 通報者等 内部公益通報者（内部公益通報をした職員等又は委託先事業者の役職員等

をいう。以下同じ。）又は相談をした者をいう。 

 (7) 通報者等を特定させる事項 通報等に対応する業務（当該業務に付随する業務を含 

  む。以下「通報等対応業務」という。）に関して知り得た事項であって通報者等を特定

  させる可能性があるものをいう。 

 （通報等への対応に係る業務体制の整備） 

第３条 通報等に対応する仕組みを整備し、及び運用するため通報等対応責任者を置き、総

務部長をもって充てる。 

２ 法第１１条第１項の規定により定める公益通報対応業務従事者（以下この条において「

公益通報対応業務従事者」という。）は、次に掲げる者とする。 

 (1) 公益通報委員会（第１１条に規定する公益通報委員会をいう。）の委員長及び委員 

 (2) 通報等対応責任者 

 (3) 通報等対応責任者が必要に応じて次に掲げる者のうちから指定するもの 

  ア 職員課長（総務部職員課（以下「職員課」という。）の課長をいう。） 

  イ 通報窓口担当者（職員課長又は次条第３項の規定により指定された職員若しくは公

益通報相談員（第５条第１項の規定により置かれた公益通報相談員をいう。ウにおい

て同じ。）をいう。） 

  ウ 公益通報相談員 

  エ 調査担当者（第１７条第２項に規定する調査担当者をいう。） 

３ 公益通報対応業務従事者（公益通報対応業務従事者であった者を含む。以下この項にお

いて同じ。）は、通報者等を特定させる事項その他通報等に係る業務を通じて知り得た事

項を漏らし、又は目的外に利用してはならない。ただし、法令に基づいて当該事項の開示

を請求された場合、当該事項を当該公益通報対応業務従事者以外の者に共有することをあ

らかじめ書面により通報者等本人の同意を得た場合その他の正当な理由があるときはその

限りでない。 

 （通報窓口の設置） 

第４条 通報窓口（通報者等が通報等を行う窓口をいう。以下同じ。）を職員課に設置し、

通報等対応責任者がこれを統括する。 

２ 通報窓口は、次に掲げる事務を所掌する。 

 (1) 通報等の受付に関すること。 



 (2) 通報対象事実に係る事務を所掌する部署（第１７条第２項において「担当部署」とい

う。）との連絡調整に関すること。 

 (3) 相談に関すること。 

３ 職員課長は、自ら通報窓口担当者として前項各号に掲げる事務を行い、又は次条第１項

の公益通報相談員若しくは職員課の職員の中から指名した者を通報窓口担当者として指定

し、前項各号に掲げる事務（通報窓口担当者が公益通報相談員である場合にあっては、同

項第１号及び第３号に掲げる事務）を行わせることとする。 

 （公益通報相談員） 

第５条 職員等又は委託先事業者の役職員等からの内部公益通報の受付又は内部公益通報に

 係る相談業務を行うため、公益通報相談員を置く。 

２ 公益通報相談員は、市の顧問弁護士をもって充てる。 

３ 公益通報相談員は、内部公益通報を受け付けた場合、相談を受けた場合その他内部公益

通報に係る情報を得た場合は、速やかに職員課長に報告するものとする。 

 （内部公益通報） 

第６条 職員等及び委託先事業者の役職員等は、職務上の行為又は市の行政運営に関し、通

 報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると思料するときは、内部公益通報書（

別記様式第１号）その他の書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録を含む。以下同じ。）の提出（郵便又は信書便による

提出、電子メールその他の電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によって

認識することができない方法をいう。以下同じ。）による提出を含む。）、電話又は面談に

より、内部公益通報をすることができる。 

２ 職員等及び委託先事業者の役職員等は、匿名で通報等をすることができる。 

 （通報者等の責務） 

第７条 内部公益通報をしようとする職員等及び委託先事業者の役職員等は、客観的かつ具

体的な根拠に基づき、次に掲げる事項を明らかにして誠実に通報を行うとともに、個人若

しくは団体の正当な利益又は公共の利益を害することのないよう努めなければならない。 

 (1) 発生日時 

 (2) 発生場所 

 (3) 通報対象事実の具体的な内容 

 (4) 通報対象事実を裏付ける証拠及び当該証拠の具体的な内容 

 (5) 通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると思料する理由 

２ 職員等及び委託先事業者の役職員等は、違法通報等をしてはならない。 

３ 通報者等は、自らが通報等をしたことに関する情報が拡散されることにより自らが不利

益な取扱いを受ける可能性が高いことに鑑み、当該情報の管理に留意するものとする。 

 （違法通報者の処分等） 



第８条 任命権者（地方公務員法第６条第１項に規定する任命権者をいう。以下同じ。）

は、必要があると認めるときは、違法通報等をした者に対し、懲戒処分その他適切な措置

（以下「処分等」という。）を講ずるものとする。 

２ 市長以外の任命権者は、違法通報等をした者に対する処分等をしたときは、直ちに市長

に報告しなければならない。 

 （内部公益通報の受付） 

第９条 内部公益通報を受け付けるときは、内部公益通報者の氏名及び連絡先並びに内部公

益通報の内容となる事実を把握するとともに、内部公益通報者に対する不利益な取扱いの

ない旨及び内部公益通報者の秘密は保持される旨を当該内部公益通報者に説明するものと

する。 

２ 内部公益通報を受け付けるときは、個室で面談を行うことその他の方法により内部公益

通報者の秘密の保持に配慮するとともに、内部公益通報の内容の趣旨の確認に努めるもの

とする。ただし、当該内部公益通報の内容が、個人の正当な利益若しくは公共の利益を害

するおそれがあるもの又は私的な理由若しくは不正な意図によるものと認められる場合

は、これを受け付けない。 

３ 職員課長は、内部公益通報を受け付けたとき（通報窓口を経て受け付けた場合を含

む。）は、速やかにその概要及び当該内部公益通報に係る受理又は不受理の判断を、内部

公益通報報告書（別記様式第２号）により、総務部長を経て市長に報告しなければならな

い。 

４ 通報窓口担当者は、内部公益通報がされた事実を確認した場合であって、内部公益通報

者が内部公益通報の受付の状況を確認することができないと認められるときは、遅滞な

く、内部公益通報者に、当該内部公益通報を受け付けた旨を通知するよう努めるものとす

る。ただし、当該通知をしないことについて正当な理由がある場合は、その限りでない。 

 （内部公益通報の受理） 

第１０条 市長は、内部公益通報を受理すると決定したときはその旨を内部公益通報受理通

知書（別記様式第３号）により、受理しないと決定したときは不受理とした旨及びその理

由を内部公益通報不受理通知書（別記様式第４号）により、それぞれ遅滞なく内部公益通

報者に通知しなければならない。ただし、内部公益通報者が匿名である場合、当該内部公

益通報者が通知を希望しない場合その他正当な理由があるときは、この限りでない。 

 （公益通報委員会の設置） 

第１１条 内部公益通報に係る事案（以下「対象事案」という。）を適切に処理するため、

東広島市公益通報委員会（以下「公益通報委員会」という。）を設置する。 

 （公益通報委員会の所掌事務） 

第１２条 公益通報委員会は、内部公益通報の調査及び報告に関する事務を所掌する。 

 （公益通報委員会の組織） 



第１３条 公益通報委員会は、委員長及び委員３人をもって組織する。 

２ 委員長は、市長の職務代理者に関する規則（昭和５６年東広島市規則第２３号。次項に

おいて「規則」という。）第２条第１号に規定する副市長をもって充てる。 

３ 委員は、規則第２条第２号に規定する副市長、教育長及び総務部長をもって充てる。 

 （公益通報委員会の委員長の職務） 

第１４条 委員長は、公益通報委員会を代表し、会務を総理する。 

２ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委

員がその職務を代理する。 

 （公益通報委員会の会議） 

第１５条 公益通報委員会の会議（次項において「会議」という。）は、市長の要請に応じ

て委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員は、自らに関する対象事案については、会議に出席することができない。 

３ 公益通報委員会は、必要があると認めるときは、内部公益通報者その他の関係者から事

情を聴くことができる。 

 （公益通報委員会の庶務） 

第１６条 公益通報委員会の庶務は、職員課において処理する。 

 （調査の実施） 

第１７条 公益通報委員会は、対象事案の調査を統括し、次に掲げる理由がある場合を除

き、直ちに必要な調査を実施するものとする。 

 (1) 対象事案が、他の内部公益通報によって調査が実施されているもの又は実施されたも

のと同様のものであること。 

 (2) 対象事案が、他の内部公益通報によって必要な是正措置及び再発防止策その他の措置

（以下「是正措置等」という。）が講じられているものであること。 

 (3) 内部公益通報者と連絡を取ることができないことその他の理由により通報対象事実に

係る調査に必要な事項を確認することができないこと。 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、正当な理由として公益通報委員会が認めるもの 

２ 公益通報委員会は、前項に規定する調査を、担当部署を所管する部局長、担当部署の

長、職員課の職員その他委員長が適切な調査を実施することができる者として指名する職

員（以下「調査担当者」という。）に行わせることができるものとする。 

３ 調査担当者は、第１項に規定する調査を行うときは、他の職員等又は他の委託先事業者

の役職員等に内部公益通報者が特定されないよう十分に配慮しつつ、必要かつ相当と認め

られる方法により行うものとする。 

４ 調査担当者は、調査が終了したときは、調査結果を内部公益通報調査報告書（別記様式

第５号）により、公益通報委員会に報告しなければならない。この場合において、当該調

査結果の内容を証する資料があるときは、当該調査報告書に添付するものとする。 



 （調査結果の報告及び通知） 

第１８条 公益通報委員会は、前条第４項の調査結果の審議を行い、通報対象事実があると

認められるときはその旨を、通報対象事実が認められなかったとき、又は調査を尽くして

も通報対象事実の存否が判明しないときはその旨を、内部公益通報調査結果報告書（別記

様式第６号）により、市長に報告しなければならない。この場合において、前条第４項に

規定する資料があるときは、当該資料を当該調査結果報告書に添付するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による報告があった場合において、当該報告が他の任命権者に係る

対象事案についての報告であるときは、同項の調査結果を、当該調査結果の内容を証する

資料とともに、当該任命権者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の調査結果に基づき、利害関係人の秘密、信用、名誉、私生活について

の秘密等に配慮しつつ、内部公益通報者に対し、内部公益通報調査結果及び措置通知書（

別記様式第７号。次条第３項において「調査結果及び措置通知書」という。）により、遅

滞なく通知するものとする。ただし、内部公益通報者が匿名である場合、当該内部公益通

報者が通知を希望しない場合その他正当な理由があるときは、この限りでない。 

 （是正措置等） 

第１９条 任命権者は、公益通報委員会の審議の結果、通報対象事実が生じ、又はまさに生

じようとしていることが明らかになったときは、速やかに是正措置等を講ずるとともに、

必要があると認めるときは、関係者の処分等をするものとする。 

２ 市長以外の任命権者は、是正措置等を講じたとき、及び関係者の処分等をしたときは、

直ちに市長に報告しなければならない。 

３ 市長は、是正措置等を講じたときは、その内容について、適切な法令執行の確保並びに

利害関係人の秘密、信用、名誉、私生活についての秘密等に配慮しつつ、内部公益通報者

に対し、調査結果及び措置通知書により、遅滞なく通知するものとする。ただし、内部公

益通報者が匿名である場合、当該内部公益通報者が通知を希望しない場合その他正当な理

由があるときは、この限りでない。 

４ 前条第３項の規定による通知は、前項の規定による通知と併せて行うことができるもの

とする。 

 （是正措置等に係る実効性の確保） 

第２０条 任命権者は、対象事案に係る事務が終了した後、是正措置等が十分に機能してい

ることを適切な時期に確認し、必要があると認めるときは、新たな是正措置等を講ずるよ

う努めなければならない。 

 （通報者等の保護） 

第２１条 任命権者は、通報者等に対し、通報等をしたことを理由として、懲戒処分その他

 不利益な取扱いをしてはならない。 

２ 任命権者は、通報者等に対し通報等をしたことを理由として不利益な取扱いをした者が



あれば、この者に対し、処分等をしなければならない。この場合において、正当な理由が

なく、通報者等を特定させる事項その他の通報等に関する秘密を漏らした者についても、

同様とする。 

 （通報者等への事後措置） 

第２２条 任命権者は、通報者等について通報等をしたことを理由とした不利益な取扱いが

されていないかを適宜確認することその他の方法により、通報者等の保護に係る適切な措

置を講じなければならない。 

 （記録等の管理） 

第２３条 任命権者は、通報等に係る記録及び関係資料について、通報者等の秘密の保持に

配慮して、対象事案に係る事務が終了した日の属する年度の翌年度の４月１日から起算し

て１０年間保存するものとする。 

 （職員等及び委託先事業者の役職員等への周知） 

第２４条 市長は、通報窓口、内部公益通報の処理の仕組みその他必要な事項について、職

員等及び委託先事業者の役職員等に対し、周知するものとする。 

（協力義務） 

第２５条 職員等及び委託先事業者の役職員等は、正当な理由がある場合を除き、内部公益

通報に関する調査、当該調査に必要な聴取等（以下この条において「調査等」という。）

に誠実に協力しなければならない。 

２ 職員等及び委託先事業者の役職員等は、調査等を受ける場合には、虚偽を述べてはなら

ない。 

３ 任命権者並びに職員等及び委託先事業者の役職員等は、対象事案の処理に関し、他の行

政機関その他の公の機関から調査等の協力を求められたときは、正当な理由がある場合を

除き、必要な協力をしなければならない。 

 （情報を共有する者の範囲） 

第２６条 通報者等を特定させる事項を共有することができる職員は、次に掲げる職員とす

る。ただし、法令に基づいて当該事項の開示を請求された場合、当該通報者等からあらか

じめ書面により当該職員以外の職員に通報者等を特定させる事項を共有することについて

同意を得ている場合その他の正当な理由がある場合はその限りでない。 

 (1) 通報等対応責任者 

 (2) 職員課長 

 (3) 通報窓口担当者 

２ 通報等に関する通報者等を特定させる事項以外の情報を共有することができる職員は、

次に掲げる職員とする。 

 (1) 通報窓口担当者 

 (2) 調査担当者 



 (3) 是正措置等担当者（対象事案に関する是正措置等を検討し、又は実施する職員をい 

う。第２８条第３項において同じ。） 

３ 対象事案に関する調査により得た情報（調査協力者（当該対象事案に関する調査に協力

した者をいう。次条において同じ。）を特定させる可能性があるものを含む。）は、調査

担当者に限り共有するものとする。 

４ 第１項ただし書の規定は、前２項に規定する情報を共有する場合について準用する。 

 （調査協力者の留意事項） 

第２７条 調査協力者は、自らが調査に協力したことその他調査に関する情報が拡散される

ことにより自ら及び内部公益通報者が不利益な取扱いを受ける可能性が高いことに鑑み、

当該情報の管理に留意するものとする。 

 （利益相反関係の排除） 

第２８条 職員等は、自らが次の各号のいずれかに該当する者であるときは、通報等対応業

務に従事し、又は公益通報委員会の委員の職に就いてはならない。 

 (1) 通報対象事実が生じ、若しくはまさに生じようとしていることが明らかになること又

は当該通報対象事実に関する調査が実施されることにより不利益が生じるおそれがある

者 

 (2) 通報者等又は内部公益通報をされた者と親族関係にある者 

 (3) 前２号に掲げるもののほか、対象事案に関する公正な調査の実施又は是正措置等の検

討若しくは実施に支障を生じさせるおそれがある者 

２ 通報窓口担当者は、通報等を受け付けた場合であって自らが前項各号のいずれかに該当

する者であるときは、当該通報等に関する当該通報等の受付を他の通報窓口担当者に引き

継ぐものとする。 

３ 調査担当者及び是正措置等担当者は、対象事案に関する調査又は是正措置等の検討若し

くは実施に着手する前に、自らが第１項各号に掲げる者に該当する者であるかどうかを確

認し、当該者に該当する場合には、通報等対応責任者に報告しなければならない。 

４ 前項の規定による報告を受けた通報等対応責任者は、当該報告をした者を通報等対応業

務に従事させてはならない。 

５ 通報等責任者は、通報等対応業務の各段階において、当該通報等対応業務に従事する者

と内部公益通報をされた者との利益が相反する状況にないことを確認することとする。 

 （通報者等の特定の禁止） 

第２９条 職員等及び委託先事業者の役職員等は、通報者等を特定しようとしてはならな

い。 

 （内部公益通報以外の通報及び相談の取扱い） 

第３０条 通報窓口は、内部公益通報以外の通報又は当該通報に係る相談を受けた場合であ

って、当該通報の内容が法令遵守の観点から内部公益通報及び当該内部公益通報に係る相



談に準じた取扱いをすべきものであると判断したときは、当該通報又は相談を、内部公益

通報に準じて適切に処理しなければならない。 

 （委任） 

第３１条 この訓令に定めるもののほか、内部公益通報の処理に関し必要な事項は、市長が

 別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は、令和４年６月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この訓令の規定は、この訓令の施行の日以後にされる内部公益通報について適用し、同

日前にされた内部公益通報については、なお従前の例による。 

 

  



別記様式第１号（第６条関係） 

 

内 部 公 益 通 報 書 

 

  年  月  日   

 

 東広島市長 様 

  

 東広島市内部公益通報に関する要綱第６条第１項の規定により、次のとおり内部公益通報

をします。 

氏 名  

所 属  

連 絡 先  

発 生 日 時      年  月  日 午前 
午後    時   分 

発 生 場 所  

通 報 対 象 事 実 の 

具 体 的 な 内 容 
 

通報対象事実を裏付ける証拠 

及び当該証拠の具体的な内容 
 

通 報 事 実 に 関 す る も の の 

所属、職名及び氏名又は名称 
 

通 報 対 象 事 実 が 生 じ 、 
又 は ま さ に 生 じ よ う と 

し て い る と 思 料 す る 理 由 
 

通 報 者 の 氏 名 を 記 入 

し な い と き は 、 そ の 理 由 
 

備 考 
 

 

受理又は不受理の通知、調査結果等 □必要 □不要 

添付資料の有無          □有  □無 

注 該当する項目の□にチェックをすること。 



別記様式第２号（第９条関係） 

 

内 部 公 益 通 報 報 告 書 

 

  年  月  日  

 

 東広島市長 様 

 

総 務 部 長  

（ 職 員 課 ）  

 

 内部公益通報がありましたので、次のとおり報告します。 

受 付 日 時     年   月   日 
午前 
午後 

   時   分 

件 名  

受 付 手 段 通報書・電話・ファクシミリ・電子メール・面談・その他（    ） 

通 報 者 所属      役職      氏名 

通 報 の 概 要 

１ 通報対象者、所属等 

２ 通報対象事実の内容（いつ、どこで、どのような） 

３ 通報対象事実の確認の方法（予定を含む。） 

４ 証拠資料の有無、提出の可否 
  証拠資料    有（                ）・ 無 
  証拠書類の提出 可 ・ 否 

５ 他に通報内容を知っている者の有無 
  有（氏名       ）・ 無 
６ その他特記事項 

通報者が希望
す る 対 応 

１ 受理又は不受理の通知及び調査結果、措置の報告等 
  希望する ・ 希望しない 

２ 通報者への連絡方法及び連絡先 

受理・不受理
の 判 断 

受理する ・ 不受理とする 
（その理由） 

注 匿名による通報である場合には、通報者の欄にその旨を記載すること。 



別記様式第３号（第１０条関係） 

 

内 部 公 益 通 報 受 理 通 知 書 

 

東広  第   号  

  年  月  日  

 

          様 

東広島市長    □印    

 

     年  月  日にあなたから受けた通報は、    年  月  日付けで内部

公益通報として受理し、調査を開始したので、東広島市内部公益通報に関する要綱第１０条

の規定により、通知します。 

  



別記様式第４号（第１０条関係） 

 

内 部 公 益 通 報 不 受 理 通 知 書 

 

東広  第   号  

  年  月  日  

 

          様 

 

東広島市長    □印    

 

     年  月  日にあなたから受けた通報は、次の理由により内部公益通報とは認

められないため、    年  月  日付けで不受理と決定したので、東広島市内部公益

通報に関する要綱第１０条の規定により、通知します。 

 （不受理の理由） 

 

  



別記様式第５号（第１７条関係） 

 

内 部 公 益 通 報 調 査 報 告 書 

 

    年  月  日  

 

 東広島市公益通報委員会委員長 様 

 

調査担当者             

 

 通報のあった事実について、調査が終了したので、東広島市内部公益通報に関する要綱第

１７条第４項の規定により、次のとおり報告します。 

通報受理年月日     年  月  日 

件 名  

受 付 者  

受 付 手 段 通報書・電話・ファクシミリ・電子メール・面談・その他（   ） 

通 報 者 所属      役職      氏名 

通 報 の 内 容  

調 査 期 間     年  月  日から    年  月  日まで 

調 査 方 法 

□ 通報者からの情報収集 

□ 既に提出されている関係文書の調査 

□ 所属上司からの聴き取り 

□ 関係職員からの聴き取り 

□ その他（                       ） 

調 査 結 果 

通報対象事実の有無   有 ・ 無 

 

その他特記事項  

注１ 匿名による通報である場合には、通報者の欄にその旨を記載すること。 

 ２ 該当する項目の□にチェックをすること。  



別記様式第６号（第１８条関係） 

 

内 部 公 益 通 報 調 査 結 果 報 告 書 

 

    年  月  日  

 

 東広島市長 様 

 

東広島市公益通報委員会委員長  

 

 通報のあった事実について、調査結果の審議を行ったので、東広島市内部公益通報に関す

る要綱第１８条第１項の規定により、次のとおり報告します。 

通報受理年月日     年  月  日 

件 名  

通 報 者 所属      役職      氏名 

通 報 の 内 容  

調 査 結 果 

通報対象事実の有無   有 ・ 無 

□通報事実あり    □通報事実なし 

 

その他特記事項  

注 匿名による通報である場合には、通報者の欄にその旨を記載すること。  



別記様式第７号（第１８条・第１９条関係） 

 

内部公益通報調査結果及び是正措置通知書 

 

東広  第   号  

    年  月  日  

 

              様 

 

東広島市長    □印    

 

 通報のありました事実について、東広島市内部公益通報に関する要綱（第１８条第３項・

第１９条第３項）の規定により、（調査を行った・是正措置を講じた）ので通知します。 

通報受理年月日     年  月  日 

調 査 期 間     年  月  日から    年  月  日まで 

調 査 結 果 

通報対象事実の有無   有 ・ 無 

□通報事実あり    □通報事実なし 

 

措 置 の 内 容  

その他参考事項  

 

 


